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データ社会における気象情報・データの意義と利活⽤の可能性

気象データは社会や⽣活のあらゆる⾯の基盤である。
現在気象庁等，多くの組織が気象データの利活⽤を進めているが，
これまでは気象条件が極度な影響を与える分野に限られていた。
現在では気象データはあらゆる経済活動に影響することが分かってきており，
さまざまなビジネス分野での利活⽤が期待されている。

本講演では、今後のデジタル社会における気象データの意義を踏まえ、
いくつかの取り組みを紹介するとともに、気候変動への対応も含め、
今後の可能性を紹介する。
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PART 1
背景／課題
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1-1
縮⼩する⽇本
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変わる⽇本の国のかたち︓破局的⼈⼝減少

5

10歳台の人口は
40歳台の人口の
６割しかいない

60%

解決には、普通ではないウルトラCが必要



1-2
上がらない⽣産性
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名⽬・実質GDPの推移
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出展：厚生労働省「令和３年版 労働経済の分析」より https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/roudou/20/20-1.html



⽇本の名⽬労働性再⽣⽔準の推移
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https://www.jpc-net.jp/research/assets/pdf/JAMP02_2022.pdf



産業別名⽬労働⽣産性
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https://www.jpc-net.jp/research/assets/pdf/JAMP02_2022.pdf



産業別就業者数の⾒通し
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産業別名⽬労働⽣産性（再度）
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https://www.jpc-net.jp/research/assets/pdf/JAMP02_2022.pdf



多くの就業者を抱えている産業の労働⽣産性が低い

⽇本の⽣産性を向上させるためには
こうした産業の⽣産性向上が重要

（製造業／⼩売・卸売業／医療・福祉業）

DXによるイノベーションが求められる
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1-3
データを前に⽴ち尽くす⽇本
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⽇本企業は以前よりデータとイノベーションの間の意識が薄かった
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資料︓GEグローバル・イノベーション・バロメーター 2013年世界の経営層の意識調査を基に作成
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イノベーションにデータを活⽤していると回答した企業の割合



データを⽬の前に⽴ちすくむ⽇本企業
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データを活⽤しておらず、活⽤仕⽅もわからない、にもかかわらず、問題も障壁もない︖︖

総務省︓令和２年度情報通信⽩書より



デジタル「⼩作⼈」︕...⽇本の負け筋
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つべこべ⾔わずデータを使う

...もはやそういう段階に
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PART 2
気象データ
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気象庁が提供するデータ（気象庁データカタログより）
⾮常に膨⼤な気象データが提供されている
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気象 地球環境・気候 海洋

地震・津波 火山 その他



データ・フォーマット
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PART 3
気象・気候と経済

気候・気候と経済の相関関係は
古くからよく知られている課題
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【事例１】
"Economic Statistics for NOAA"

より

US Department of Commerce National Oceanic and Atmospheric 
Administration: "Economic Statistics for NOAA", Apr. 2016.

http://www.publicaffairs.noaa.gov/pdf/
economic-statistics-may2006.pdf
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【事例１】"Economic Statistics for NOAA"より

n気候・気象に敏感な産業は⽶国のGDPの約1/3（3兆ドル）
► ⾦融、保険、不動産、サービス業、⼩売業、卸売業、製造業

n気象により直接影響をうける産業はGDPの約10%
► 農業、建設業、エネルギー産業、レジャー産業、等

n顕著な気象現象により...118億ドルの被害、2,718⼈の負傷（2001年）

n航空機遅延の経済損失60億ドル／年
► その70%は気象に起因

n資料
► US Department of Commerce National Oceanic and Atmospheric 

Administration: "Economic Statistics for NOAA", Apr. 2016.
http://www.publicaffairs.noaa.gov/pdf/economic-statistics-may2006.pdf
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【事例２】
少しミクロな経済現象

経済産業省:「個⼈消費に影響する気象など各種の要因」, 
平成19年年間回顧発表.

http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/bunseki/consum.html
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気象パラメータと経済活動の相関関係
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/bunseki/consum.html
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気象パラメータと経済活動の相関関係
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/bunseki/consum.html
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降⽔量1mm以上の⽇が1⽇増える

1⼈当たりの消費⽀出が約300円減少

「被服及び履物」が降⽔の影響が明確
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気象パラメータと経済活動の相関関係
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/bunseki/consum.html
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４〜６⽉は降⾬がある

消費⽀出が減少する傾向

特に「家具・家事⽤品」「保険医療」「交通・通信」
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主要な影響例（まとめ）
http://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/bunseki/consum.html

n降⽔量1mm以上の⽇が1⽇増えると、1⼈当たりの消費⽀出が約300円減少
n毎⽉の消費⽀出は平均0.6%が気象に影響
n4~6⽉は⽇照時間が⻑いほど消費⽀出が増加する傾向
n10~12⽉では⽇照時間が⻑いと消費⽀出が減少する傾向

n降⽔量 1mm 以上⽇数の影響
► 10⼤費⽬別では、「被服及び履物」が降⽔の影響が明確

n降⽔量 1mm 以上⽇数の影響を休⽇と平⽇に分けると、
► 消費⽀出全体の休⽇と平⽇の差は明確でない
► 休⽇は「被服及び履物」、「交通・通信」への、降⽔の影響が明確
► 平⽇は降⽔の影響が明確でない
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【事例３】
気温と経済発展に着⽬した事例

ケオラ スックニラン :「気候と経済発展 —⻄欧の環境は本当に過酷
か—」, JETROアジア経済研究所,  2013年5⽉.
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気温が1度上昇

経済成⻑率は約0.36〜5%減少
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PART 4
気象データのビジネス利活⽤
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4-1
気象データの利活⽤分野

34



気象データの利活⽤によって、ビジネスや産業に役⽴つ事例（１）

n 農業
► 精密農業（スマートアグリ）: 気象データとIoTセンサーを活⽤し、降⽔量・気温・⽇射量などを基に最適な播種や収穫
の時期を判断。

► 害⾍・病害対策: 気温や湿度の変化を分析し、作物に影響を与える病害⾍の発⽣リスクを予測。
n 物流・サプライチェーン

► ルート最適化: 台⾵や豪⾬の影響を事前に予測し、最適な配送ルートをリアルタイムで調整。
► 在庫管理: 気温や湿度の影響で需要が変動する商品（例︓飲料・冷却シート）について、天候予測を活⽤した在庫
調整を⾏う。

n ⼩売・マーケティング
► 需要予測: 気温の変化に応じて⾐料品（コート・半袖）や⾷品（アイス・鍋の具材）の売上を予測し、販売戦略を最
適化。

► ダイナミックプライシング: 天候に応じて価格を⾃動調整することで、売上最⼤化を図る。
n エネルギー

► 再⽣可能エネルギーの発電予測: 太陽光や⾵⼒発電の出⼒を天候データから予測し、効率的な電⼒供給計画を策定。
► 電⼒需給管理: 気温や湿度の変化をもとに電⼒需要（エアコン・暖房の使⽤量）を予測し、電⼒供給の最適化を実
施。

n 建設・インフラ
► ⼯事のスケジューリング最適化: 降⾬や気温の影響を考慮し、作業の遅延リスクを最⼩化。
► 道路管理: 冬季の路⾯凍結リスクを事前に予測し、適切な塩撒きや除雪作業を計画。
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気象データの利活⽤によって、ビジネスや産業に役⽴つ事例（２）

n 保険
► リスク評価と保険料設定: 過去の気象データを活⽤し、⾃然災害による損害リスクを評価して保険料を最適化。
► 迅速な保険⾦⽀払い: 気象データと衛星画像を組み合わせ、災害発⽣直後に被害状況を解析し、保険⾦⽀払いを迅
速化。

n 観光・レジャー
► 旅⾏需要予測: 天候に応じた旅⾏者の⾏動変化を分析し、観光施設の運営やプロモーションを最適化。
► スポーツ・イベント管理: 屋外イベントやスポーツ試合の開催可否を気象データから判断し、適切な対応策を事前に準備。

n 防災・減災
► 洪⽔・⼟砂災害の予測: リアルタイム気象データをAIで解析し、災害のリスクを早期警告。
► 避難計画の最適化: 気象データを活⽤し、避難指⽰のタイミングやルートを最適化。

n ヘルスケア
► 熱中症・インフルエンザ対策: 気温や湿度データを基に、熱中症やインフルエンザの発⽣リスクを予測し、注意喚起を⾏う。
► 花粉症対策: 花粉の⾶散予測と連携し、医薬品・マスクの販売促進や注意喚起を実施。

n ⾦融
► 気象デリバティブ: 天候リスクに対する⾦融商品（例︓冷夏時の農業補償）を開発し、企業のリスクマネジメントに活⽤。
► 市場予測: 天候が株価や商品の価格に与える影響を分析し、投資判断に活⽤。

気象データを活⽤し、さまざまな分野でコスト削減、リスク回避、売上向上などの効果。
特にIoTやAIとの組み合わせにより、より精度の⾼い予測・最適化が可能。
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4-2
データの利活⽤の11類型

経団連21世紀政策研究所
【報告書】「データ利活⽤と産業化」（2018）
http://www.21ppi.org/theme/data/180531.pdf
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データの利活⽤の11類型 (1) 

1. リアルタイム連携
► 操作連携／遠隔操作（Connected Operations／Remote Operations）

2. 未来予測（基本的には、過去データから未来を予測・推測・予報）
► 未来予測分析／保守（Predictive Analytics／Predictive Maintenance）

3. サプライチェーン⽀援（Supply Chain Support）
► 製品トレーサビリティ（Product Traceability）、⾷品トレーサビリティ（Food Traceability）
► 需給マッチング（Demand-Supply Matching）

4. 知識共有（Knowledge Sharing）
5. ⽣産管理・サービス管理

► 改善・改良、PDCAサイクル、最適化、ムダ取り、チューニング…
► 品質管理（Quality Management）

6. データ販売
► ⽣データの販売
► 付加価値をつけたデータの販売

7. 個⼈データ利活⽤
► CRM利⽤
► サービスの個⼈化（パーソナライズ）
► 個⼈マーケティング
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データの利活⽤の11類型(2) 

8. ポータルサイト型
有⽤なデータを提供してアクセス数を稼ぎ、アクセス数を利⽤したマネタイズ
► 広告モデル型
► ログデータ利活⽤型

9. 未来データ直接獲得型
► 予約システムとの連携

10. Crowd Sourcing型／事業連携型
11. オープン・イノベーション
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データ駆動型サービスの例（１）
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KOMTRAX
（遠隔制御、遠隔監視）

スマート農業
データ駆動型農業

工場・プラント
設備確認の自動化



データ駆動型サービスの例（２）
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Amazon Go、他
（自動店舗）

Enevo社
（ゴミの回収）

Active Assisted Living
（福祉、見守りシステム、等）



データ駆動型サービスの例（３）

42

横須賀市IoT救急車
（救急医療分野）

業務最適化 スマートメンテナンス
（インフラ管理）

https://smartiot-forum.jp/iot-val-team/iot-case/case-jsemicon



データ駆動型サービスの例（４）
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健康、フィットネス
ヘルスケア

東大・越塚研＋JDSC
（宅配／物流最適化、再配達解消）

スマートビル、スマートハウス
ZEB (Zero Energy Building), ...



データ駆動型サービスの例（５）
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観光 交通支援、MaaS 障害者支援



⼯場設備（クレーン）のデータを⽤いた未来予測保守
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クレーンを使った⼯場（B社）クレーン・ベンダ（A社）

Remote Collection of 
Realtime Operation Data

Predictive Analysis
(w/t AI functions)

Maintenance Info.

暗号認証通信

暗号認証通信

予測保守によって、故障前にメンテナンスすることで、⼯場の
稼働率の低下を防⽌

（類似例）消耗品の予
測補充メンテナンス
（コピー機のリース、
⾃販機の飲料⽔、等）



半導体の製品トレーサビリティ（Product Traceability）︓真贋判定
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LSIユーザ企業（B社）

LSI ベンダ（A社）

Inquiry about the 
traceability info. (with ID)

Information of 
Official Products

Counterfeit ProductsOfficial Products

Official Products
Shipping

Black Companies

Official 
Product 
ID

No Official 
Product 
ID

Product 
History 
Data



Google Calendar
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ジョルダン／乗換案内
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PART 5
Weather Tech.（ウェザーテック）の事例
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MRIS (Metropolitan Regional Information Systems)

nMRISには不動産の価格、写真、住宅ツ
アー、フロアプラン、地図などの情報だけで
なく、公的機関から⼊⼿したデータを選
択・加⼯・編集し、利⽤者が理解しやすい
ような形式で提供。

n年間売上︓5000万USD（推定）
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Total Weather Insurance (The Climate Corporation)

n国⽴気象サービスが提供する気象関連の
オープンデータを活⽤した農家向け収⼊保
障保険Total Weather Insuranceを事業化

n 2013.10.2 アグリビジネスの世界的トップ企
業、MonsantoがClimate Corporationを約
11億USD（1100億円）で買収

n⽇本でも同様のオープンデータの保険業
界利⽤は、同程度になされている
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損保ジャパン⽇本興亜㈱の例
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超⾼密度リアルタイム地震防災システム "Superme"・東京ガス
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⾃動販売機での気象データ利活⽤の可能性（⼤塚製薬） （第１回気象ビジネスフォーラム資料より） 
http://www.data.jma.go.jp/developer/consortium/20170307_forum/04.pdf
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Lawson社の発注システム （第１回気象ビジネスフォーラム資料より）
http://www.data.jma.go.jp/developer/consortium/20170307_forum/03.pdf
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ゑびや、EBILAB
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⾃動販売機での気象データ利活⽤の可能性（⼤塚製薬）
（第１回気象ビジネスフォーラム資料より） 
http://www.data.jma.go.jp/developer/consortium/20170307_forum/04.pdf
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東京の平均気温と都内の屋外⾃販機でのコーヒー飲料等(ホット)販売数の散布図 
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気象データから気温の低下（22度以下）を予測し、ホット飲料への切り替えを早める
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気象データから気温の低下を予測し、⽯油ファンヒーターの販売促進を早める

60



AIタクシー︓サービス概要
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DATA-DRIVEN Agriculture（データ駆動型農業）
（⾼知県四万⼗町）
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DATA-DRIVEN Agriculture（データ駆動型農業）
（⾼知県四万⼗町）
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DATA-DRIVEN Agriculture（データ駆動型農業）
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農業現場
データ分析Data Outcome

??? ???

画像データ

センサーデータ
品質データ
出荷データ

収量増加
品質向上
出荷数予測
異常発見・予測

見える化
分析・解析

提案・警告
IoT

だけでなく

気象データ



PART 6
気候変動
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Global average temperatures have increased by more than 1℃ since pre-industrial 
times
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2024年の夏は猛暑記録
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圧倒的な暑さ



68

Global warming countermeasures
地球温暖化対策

Mitigation measures
緩和策

Adaptation measures
適応策

Sensitivity 
Measures
感受性対策

Adaptability 
Measures
適応能⼒

■ 気候変動の⼈為的な要因の改善として、再⽣可
能エネルギーを中⼼にスリムな低炭素社会の実現
Realization of a slim low-carbon society 
centered on renewable energy as an 
improvement to the man-made factors of 
climate change

■ 温室効果ガスの排出削減、等
Reduction of greenhouse gas emissions, etc.

■⾏政制度、モニタリング、住⺠や企業に
よる備え、知識等
Administrative system, 
monitoring, preparation by 
residents and companies, 
knowledge, etc.

■ 緩和策を実施しても回避できない影響に対して、脆弱性
の改善による気候変動と折り合える適応型社会の実現
Realization of an adaptive society that can come to 
terms with climate change by improving vulnerability to 
impacts that cannot be avoided by implementing 
mitigation measures

■ ⼟地利⽤、近隣関係、過疎化、過度な外部依存、
⾼齢化等⾝体的・社会的弱者の増加、等
Land use, neighborhood relations, 
depopulation, excessive external 
dependence, increase in the physically 
and socially vulnerable such as aging, etc.



ESG information disclosure request by the Tokyo Stock Exchange
東京証券取引所によるESG情報開⽰要請

nCompanies on the prime market are required 
to disclose informa5on according to the 
recommenda5ons of the TCFD (Task Force on 
Climate-related Financial Disclosures).
► プライム市場の上場企業には、 TCFD（気候関連

財務情報開⽰タスクフォース）の提⾔と同等の枠
組みに沿った情報開⽰が必要

nAccording to the guidance by the TCFD, 
disclosure of Scope 1 and 2 emissions is 
mandatory, and disclosure of Scope 3
emissions is also recommended.
► TCFDのガイダンスによれば、スコープ1、2排出量の

開⽰は必須で、スコープ3排出量も開⽰が推奨
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EU New Battery Regulation (July 10, 2023）

n EU ins5tu5ons reached an agreement 
over new baJery rules.
► EU機関は新電池規則を合意

n LMT baJeries, industrial baJeries (≧ 2 
kWh), and EV baJeries must have a 
digital baJery passport that includes 
informa5on specific to each baJery and 
its applica5on.
► LMT⽤電池、容量が2kWhを超える産業⽤

電池、EV⽤電池には、個々の電池とその⽤
途に固有の情報を含むデジタル電池パスポー
ト（digital ba)ery passport）を義務づけ
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The EU regulation establishing the EU's Carbon Border Adjustment Mechanism 
(CBAM) came into effect (May 2023)

May, 2023
The EU regulation establishing the EU's 
Carbon Border Adjustment Mechanism 
(CBAM) came into effect.

Oct., 2023
Tentative application (transitional period) 
began.

Jan., 2024
1st CBAM report submission deadline

Jan., 2026
Start of full-scale application
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“AI's looming climate cost: Energy demand surges amid data center race”
Nikkei Asia, https://asia.nikkei.com/Spotlight/The-Big-Story/AI-s-looming-climate-cost-Energy-demand-surges-amid-data-center-race
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Carbon emission data calculation and certification project

nUtilize digital solutions to visualize carbon emissions across supply chains 
to accurately calculate Scope 3 emissions of GHG protocol*

n Facilitate engagement between companies to reduce carbon emissions 
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Visualize Scope 3 carbon emissions

Materials Component 
manufacturing

Transport Product 
manufacturing

Warehousing & transport
(Inventory management)

SalesTransport Recycling

Data linkage between digital solu0ons for visualizing carbon data emissions 

*GHG protocol : Global standard for calculation and report of Greenhouse Gas emissions 



Catena-X
Standard Data Exchange Platform for European Automobile Industrie
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How Catena-X Works – GAIA-X Ready Architecture
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Ouranos Ecosystem, METI Japan (July 10, 2024)
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Automotive and Battery Traceability Center (ABtC)     https://abtc.or.jp/en
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COP29 アゼルバイジャン視察
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会場

80



⽶国のパリ協定離脱（2025/1/21）
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For more info...

http://www.koshizuka-lab.org/
noboru@koshizuka-lab.org

Copyright © 2025 

Koshizuka-Laboratory
The University of Tokyo

All Rights Reserved
82


